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瀬戸内海環境保全基本計画の
進捗状況について

平成18年3月29日
環境省 水・大気環境局

水環境課閉鎖性海域対策室

資料３－２

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

瀬戸内海環境保全基本計画の位置付け

瀬戸内海環境保全特別措置法3条に基づく法定計画

国民に対して瀬戸内海の環境保全の目標を示し、その理解と
協力を得て、国、地方公共団体及びその他の者がその目標を
達成するために講ずべき施策等の基本的方向を明示するも
のであり、瀬戸内海の環境保全に関連する諸計画に反映させ
るとともに、諸施策の実施に当たって指針となるべきもの。

○瀬戸内海環境保全特別措置法 （抄） （昭和四十八年十月二日法律第百十号）

第三条 政府は、瀬戸内海が、わが国のみならず世界においても比類のない美しさを誇

る景勝地として、また、国民にとつて貴重な漁業資源の宝庫として、その恵沢を国民がひと
しく享受し、後代の国民に継承すべきものであることにかんがみ、瀬戸内海の環境の保全
上有効な施策の実施を推進するため、瀬戸内海の水質の保全、自然景観の保全等に関し、
瀬戸内海の環境の保全に関する基本となるべき計画（以下この章において「基本計画」と
いう。）を策定しなければならない。
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

基本計画の経緯

昭和48年10月
瀬戸内海環境保全臨時措置法制定（３年間の時限立法。後に２年に
延長）

⇒基本計画の策定、COD１/２カット、特定施設の許可制、埋立についての特別な配慮 等

昭和５３年４月

瀬戸内海環境保全基本計画 閣議決定

昭和５３年６月

瀬戸内海環境保全特別措置法 改正
⇒府県計画の策定、CODの総量規制、リンの削減対策、自然海浜保全地区等

平成６年７月

瀬戸内海環境保全基本計画の一部変更 閣議決定
⇒窒素削減対策導入に伴う一部変更

平成１２年１２月

瀬戸内海環境保全基本計画の全面変更 閣議決定
⇒ 海砂利採取に当たっての環境保全に対する配慮、失われた自然の回復 等

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

基本計画の概要

第第33 目標達成のための基本的な施策目標達成のための基本的な施策
11 水質汚濁の防止水質汚濁の防止

←←窒素・燐の総量規制窒素・燐の総量規制
←←有害化学物質等の規制及び把握有害化学物質等の規制及び把握

等等
22 自然景観の保全自然景観の保全
33 浅海域の保全等浅海域の保全等
44 海砂利採取に当たっての環境保全海砂利採取に当たっての環境保全
に対する配慮に対する配慮

55 埋立てに当たっての環境保全に対埋立てに当たっての環境保全に対
する配慮する配慮

66 廃棄物の処理施設の整備及び処廃棄物の処理施設の整備及び処
分地の確保分地の確保

77 健全な水循環機能の維持・回復健全な水循環機能の維持・回復
88 失われた良好な環境の回復失われた良好な環境の回復
99 島島しょしょ部の環境の保全部の環境の保全
1010 下水道等の整備の促進下水道等の整備の促進

1111 海底及び河床の汚泥の除去等海底及び河床の汚泥の除去等
1212 水質等の監視測定水質等の監視測定
1313 環境保全に関する調査研究及環境保全に関する調査研究及
び技術の開発等び技術の開発等

1414 環境保全思想の普及及び住民環境保全思想の普及及び住民
参加の推進参加の推進

1515 環境教育・環境学習の推進環境教育・環境学習の推進
1616 情報提供、広報の充実情報提供、広報の充実
1717 広域的な連携の強化等広域的な連携の強化等
1818 海外の閉鎖性海域との連携海外の閉鎖性海域との連携
1919 国の援助措置国の援助措置

※※アンダーラインはアンダーラインはH12H12年の主な追加内容年の主な追加内容
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１．水質汚濁の防止

負荷量の推移
生活系 産業系 その他系
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１．水質汚濁の防止

ＣＯＤの変遷
環境基準達成率は近年横這いの傾向
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

Ｔ－Ｎ、Ｔ－Ｐの変遷
瀬戸内海では、近年、大幅に改善。

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

単位水域当たりの負荷量の減少がＣＯＤ改善に寄与
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出典）発生負荷量：発生負荷量管理等調査（環境省）、水質濃度：広域総合水質調査（環境省）及び公共用水域水質測
定結果（環境省）。
図２７ 水域面積あたりの発生負荷量とＣＯＤ及び補正ＣＯＤの推移
備考）補正ＣＯＤとは、各指定水域のＣＯＤから、昭和56～58年度の期間平均濃度を基準とする太平洋沿岸における平
均ＣＯＤの変化分を差し引いた値。
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１．水質汚濁の防止

生活排水対策
下水道、農業集落排水、浄化槽、コミュニティープラント
等の整備を推進しているところ。

瀬戸内海関係府県における汚水処理人口普及率の推移

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

下水道における取り組み（国土交通省）
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１．高度処理の推進 ２．合流式下水道の改善
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１．水質汚濁の防止

浄化槽における取り組み（環境省）
●平成12年浄化槽法を改正し、単独処理浄化槽の新設が原則禁止され、合併処
理浄化槽の設置が義務付けられた。

●平成１７年５月に浄化槽法を改正し、以下の内容を追加。

①浄化槽法の目的に「公共用水域の水質の保全」を追加して明示

②浄化槽からの放流水の水質について技術上の基準を定める

③浄化槽の維持管理に対する都道府県の監督規定を強化し、法定検査の未受検
者に対する助言指導・勧告・命令の規定を定める。

●浄化槽の整備を推進するため、「浄化槽設置整備事業」及び「浄化槽市町村整
備推進事業」の両事業により、個人が設置する浄化槽及び市町村が整備する浄化
槽のそれぞれに国庫助成を実施。

瀬戸内海関係府県における浄化槽の普及人口
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１．水質汚濁の防止

農業集落排水施設における取り組み（農林水産省）

瀬戸内法対象地域における
農業集落排水整備済み人口及び処理人口普及率の推移
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１．水質汚濁の防止

（イ）産業排水対策
鉄鋼業における総量規制対策費と汚濁負荷量の推移

（瀬戸内海における12事業所の合計）
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

(ウ)その他負荷源対策

①持続的養殖生産確保法に基づく施策 （水産庁）

計画策定漁協の養殖生産量シェア（全国）
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●持続的な養殖生産の確保を図るため、漁業組合等が
養殖漁場の改善に関する計画「漁場改善計画」を策定
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１．水質汚濁の防止

(ウ)その他負荷源対策
②農業排水中の窒素及び燐の負荷量の軽減 （農林水産省）
●持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に基づき、全国的に、た
い肥等による土づくりと化学肥料・化学農薬の使用の低減を一体的に行う「持続性
の高い農業生産方式」の導入を促進する措置を講じ、環境と調和のとれた持続的な
農業生産の確保を図る。
【施策の概要】
（１）持続性の高い農業生産方式の導入指針の策定（都道府県）
（２）持続性の高い農業生産方式の導入計画（農業者）
・都道府県知事が認定→エコファーマー

（３）持続性の高い農業生産方式を導入する農業者に対する支援措置

単位面積当たり化学肥料（窒素成分）施肥量の推移
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１．水質汚濁の防止

(ウ)その他負荷源対策
③家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律
に基づく取り組み（農林水産省）
●平成１１年に「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」が制
定され、家畜排せつ物を管理する際における一定の基準（管理基準）の遵守が義務
付け。

農林水産省畜産企画課推計
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家畜排せつ物処理施設整備の進捗状況（全国）
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約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　

家畜排せつ物家畜排せつ物家畜排せつ物
約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年約９０百万ﾄﾝ／年

　　平成11年時点　　　　　　　　 平成16年12月時点
　１.野積み・素堀りへ　　　　　　　　１.野積み・素堀りへ
　　　約　９百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　１百万ﾄﾝ／年
　２.たい肥化・液肥化等へ　　　　　２.たい肥化・液肥化等へ
　　　約７５百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約８０百万ﾄﾝ／年
　３.浄化・炭化・焼却等へ　　　　　 ３.浄化・炭化・焼却等へ
　　　約　６百万ﾄﾝ／年　　　　　　　　　約　７百万ﾄﾝ／年　
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

(エ)河川等の直接浄化の推進
①河川の直接浄化の取り組み（国土交通省）
・礫や植生などを用いて、河川が本来持つ自浄作用を活用した水質浄化を実施
【実施事例】岡山県：旭川水系百間川（ＢＯＤによる浄化率 約８５％）愛媛県：重信川水系
石手川（ＢＯＤによる浄化率 約６０％）

②エコポート施策の取り組み（国土交通省）

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

(2)有害化学物質等の規制及び把握等
①ダイオキシン類対策の取り組み（環境省）
•ダイオキシン類対策特別措置法：平成12年1月15施行
【内容】
•耐容一日摂取量（ＴＤＩ）及び大気、水質（水底の底質を含む。）及び土壌の人の
健康を保護する上で望ましいとされる基準（環境基準）を設定。
•排出ガス及び排出水に関する規制として、特定施設を定め、排出規制を実施。
•都道府県による常時監視及び特定施設の設置者による測定を定める。 等
（平成12年度における水質の平均値は瀬戸法対象地域においては0.14pg-
TEQ/Lであったが、平成16年度までに0.09pg-TEQ/Lまで低下）

②特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律（化管法）に基づく取り組み（環境
省）
【内容】
・化管法に基づくPRTR制度は、有害化学物質を環境中へ排出している量や廃
棄物としての移動量を事業者自ら把握し、都道府県市を経由して国に毎年度届
け出る仕組み。平成13年度以降のデータが届け出られている。
（第４回目の届出データの集計・届出外データの推計では全国約４万事業所か
ら届出があり、届出排出量は、27万トン、届出移動量は23万トン）
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

(3)油等による汚染の防止

油流出事故対策の取り組み（国土交通省）
●海洋への油排出事故による被害を最小限に抑えるため、船艇・資機材の動員、
防除措置等を迅速・的確に実施できる体制や、油排出事故に伴う火災に対応でき
る消防体制の確立に努めているほか、合同訓練の実施等により関係機関との連
携の強化。
●船舶航行の安全を確保し、海域環境の保全を図るため、瀬戸内海（港湾区域、
漁港区域を除く）において、海面に浮遊するごみや油の回収を国土交通省にて実
施。

海上保安庁保有 オイルフェンス展張艇
・油防除艇・油回収艇の配備状況 地方整備局の体制

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

(3)油等による汚染の防止

油防除技術に関する技術開発について（環境省）
●近年、公害防止試験研究費として実施された油防除技術に関する技術開発は以下
の通り。
（１）有害液体物質流出時の環境汚染モニタリングに関する研究（平成１４年度～１６年
度 独立行政法人海上技術安全研究所）
（２）工事用作業船による浮遊重油回収システムの研究（平成１６年度～１８年度 独立
行政法人港湾空港技術研究所）
（３）流出油及び油処理剤の海産生物に対する有害性評価（平成１３年度～１７年度
独立行政法人水産総合研究センター瀬戸内海区水産研究所）

大規模石油災害対応体制整備について（経済産業省）
●石油連盟に対し補助金を交付し、同連盟がオイルフェンス、油回収機等の油濁防除
資機材基地を設置し、大規模石油流出災害が発生した際、災害関係者の要請を受け油
濁防除資機材の貸し出し等を行う、「大規模石油流出災害に対応する体制の整備に関
する事業」を実施。（瀬戸内海については、平成４年９月から倉敷に油濁防除資機材基
地を設置。）
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

１．水質汚濁の防止

(4)その他の措置
大阪湾再生に向けた取り組み（大阪湾再生推進会議）
●Ｈ15年７月「大阪湾再生推進会議」（関係省庁、地方公共団体等により構成）を設置
し、大阪湾再生行動計画をH16年3月に策定。
●目標：「森・川・海のネットワークを通じて、美しく親しみやすい豊かな「魚庭（なにわ）
の海」を回復し、京阪神都市圏として市民が誇りうる「大阪湾」を創出する」
●計画期間 平成16年度から10年間

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(1)自然公園等の保全

瀬戸内海国立公園の見直しについて（環境省）
●自然公園法に基づき、国立公園は全国に28公園が指定されており、総面
積は約206万ha、国土面積の約5.4％を占めている。
●公園を取り巻く社会状況の変化に対応するため、全国の国立公園について、
順次、公園区域及び公園計画の見直しを進めている。
●瀬戸内海国立公園においては平成12年以降、六甲・淡路地域（点検・平成
13年3月30日告示）、岡山県地域（点検・平成15年8月20日告示）、愛媛県地
域（再検討・平成17年3月28日告示）、山口県地域（点検・平成18年1月19日
告示）の４地域において、公園計画の見直しを実施している。

出展：平成16年度瀬戸内海の環境保全
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(2)緑地等の保全
景観法に基づく取り組み（国土交通省）
●平成17年6月に景観法が全面施行
●都市、農山漁村等における良好な景観の形成を図るため、良好な景観の形成に関する
基本理念及び国等の責務を定めるとともに、景観計画の策定、景観計画区域、景観地区
等における良好な景観の形成のための規制、景観整備機構による支援等を行う。

【倉敷市の事例】
都市計画に１地区、約21ヘクタールの景観地区を定めている。

景観地区の範囲

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(2)緑地等の保全
森林・林業基本計画に基づく取り組み（林野庁）
●森林・林業基本法第１１条に基づき森林及び林業に関する施策の基本的な方
針等の具体的な事項を定めるために政府が策定。（現行計画は平成１３年１０月
に閣議決定）

１．松くい虫被害対策の取り組み事例

地元による抵抗性松植樹活動奈多海岸（大分県杵築市）

２．国有林における森林景観
の保全の取り組み事例

世界文化遺産「厳島神社」の緩衝帯となっ
ている宮島国有林の遠景
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(2)緑地等の保全
森林法に基づく保安林および林地開発許可制度に関する取り組み（林野庁）
●保安林制度
森林法に基づき水源のかん養、災害の防備等森林の有する公益的機能上重要な
森林を農林水産大臣又は都道府県知事が保安林に指定し、その保全を図る。
●林地開発許可制度
森林において開発行為を行う場合に、一定規模を超える開発行為を都道府県知事
の許可制とし、開発の対象となる森林の有する公益的機能を阻害しないよう開発
行為の適正化を図る。

土砂流出防備・保健保安林
（兵庫県神戸市）

魚つき保安林（兵庫県淡路市）

保安林に指定され、保全されている事例

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(2)緑地等の保全

瀬戸内海における港湾緑地の整備事例
（国土交通省）

瀬戸内海における都市公園の整備事例
（国土交通省）

瀬戸内海関係府県における
都市公園の面積の推移

24978.56

28502.35

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

Ｈ１１ Ｈ１６

h
a



14

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(2)緑地等の保全

瀬戸内海環境保全特別措置法
対象市町村における風致地区面積の推移
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都市緑地法に基づく特別緑地
保全地区制度の取り組み（国
土交通省）
●特別緑地保全地区は、都市における良
好な自然環境となる緑地において、建築
行為など一定の行為の制限などにより現
状凍結的に保全する制度であり、「都市緑
地法」に基づき指定

都市計画法に基づく風致地区
制度の取り組み（国土交通省）
●自然的要素と一体となって良好な環境
の形成が望まれる地区において、自然的
要素の保全・創出を図りつつ、建築物や工
作物の開発内容について一定の規制を行
うことにより、風致に富んだ良好な都市環
境を形成。

瀬戸内海関係府県における

特別緑地保全地区指定面積の推移
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(3)史跡、名勝、天然記念物等の保全

伝統的建造物群保存地区制度について（文化庁）
・伝統的な建造物を集合体として文化財に位置づける制度。
・樹木、池、庭園など伝統的建造物群と景観上密接な関係がある環境物件
を一体として保存できる。
・経費の補助、税の優遇措置等の支援がある。

京都市産寧坂伝統的建造物群保存地区 京都府京都市 1976.9.4
京都市祇園新橋伝統的建造物群保存地区 京都府京都市 1976.9.4
京都市嵯峨鳥居本伝統的建造物群保存地区 京都府京都市 1979.5.21
京都市上賀茂伝統的建造物群保存地区 京都府京都市 1988.12.16
富田林市富田林伝統的建造物群保存地区 大阪府富田林市 1997.10.31
神戸市北野町山本通伝統的建造物群保存地区 兵庫県神戸市 1980.4.10
篠山市篠山伝統的建造物群保存地区 兵庫県篠山市 2004.12.10
橿原市今井町伝統的建造物群保存地区 奈良県橿原市 1993.12.8
高梁市吹屋伝統的建造物群保存地区 岡山県高梁市 1977.5.18
倉敷市倉敷川畔伝統的建造物群保存地区 岡山県倉敷市 1979.5.21
竹原市竹原地区伝統的建造物群保存地区 広島県竹原市 1982.12.16
呉市豊町御手洗伝統的建造物群保存地区 広島県呉市 1994.7.4
柳井市古市金屋伝統的建造物群保存地区 山口県柳井市 1984.12.10
美馬市脇町南町伝統的建造物群保存地区 徳島県美馬市 1988.12.16
東祖谷山村落合伝統的建造物群保存地区 徳島県三好郡東祖谷山村 2005.12.27
丸亀市塩飽本島町笠島伝統的建造物群保存地区 香川県丸亀市 1985.4.13
内子町八日市護国伝統的建造物群保存地区 愛媛県喜多郡内子町 1982.4.17
日田市豆田町伝統的建造物群保存地区 大分県日田市 2004.12.10

瀬戸内法対象市町村における伝統的建造物群保存地区

この他、文化財保護法の一部改正（平成17年４月施行）により、人と自然のかかわりの中で作り
出された景観を「文化的景観」として，新たに文化財に位置づける等の施策の展開を実施。
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(4)散乱ごみ、油等の除去

強い水産業づくり交付金を活用した漁場ゴミ対策事例（水産
庁）
沿岸域等の漁場における流木､漂流･漂着等のゴミ除去について、瀬戸内海関係
府県においては､大阪府､岡山県､広島県､山口県､徳島県､香川県､福岡県､大分
県において平成17年度に創設した強い水産業づくり交付金により実施。

漁場における漂流ゴミの陸揚げ作業状況

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(4)散乱ごみ、油等の除去

瀬戸内海海ごみ対策検討会（環境省）
関係機関が共通認識を持って共同して対策を検討することによって、瀬戸内海の海ご
みの発生抑制及び適正処理を推進し、もって瀬戸内海の環境を維持・保全することを
目的として「瀬戸内海海ごみ対策検討会」（事務局：中国四国地方環境事務所）を立ち
上げた。

2006年3月25日 山陽新聞より
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(4)散乱ごみ、油等の除去
河川アドプトプログラムの取り組み（国土交通省）
●市民団体等と連携し、河川清掃などが行われている。河川管理者がゴミ袋、軍手等の
支給、地元自治体がゴミの回収、市民団体等が清掃を実施するなど、各自役割分担を
決めて実施。
●瀬戸内海関係地域では、中国地方で旭川、四国地方で吉野川、那賀川、肱川、重信
川、土器川、さらに九州地方で山国川、大野川、乙津川の９河川で、３３１団体、約２７，
０００人を越える市民が、行政と連携し河川に放置されているゴミ清掃等の河川美化活
動を毎年実施。

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

２．自然景観の保全

(5)その他の措置
生態系や自然景観等に配慮した海岸づくり（海岸省庁）
生態系や自然景観等に配慮した海岸の整備として、「エコ・コースト事業」、
「自然豊かな海と森の整備対策事業（白砂青松）」を実施している。

海岸景観形成ガイドラインの策定（海岸省庁）
概要良好な海岸景観の形成を図ることを目的として、海岸と生活との関わりを見
直し、海岸の潜在的な魅力や課題を発見し、地域の価値向上を図るための海岸
の整備や取り組みの方策を示したガイドラインを策定

○エコ・コースト事業
ウミガメやカブトガニといった海生生物や野鳥等にとって、重要な生息場
所等になっている海岸や、自然景観との調和を図る必要が高い海岸に
おいて、施設構造や工法の工夫、干潟や磯の創出などを行い、自然環
境と調和した海岸を形成していく事業

○自然豊かな海と森の整備対策事業（白砂青松）
海岸侵食等により白砂青松が失われつつある海岸において、海岸事業
による砂浜の復元等の海岸環境に配慮した整備と治山事業による海岸
防災林の整備を連携して行い、自然環境と利用に配慮した白砂青松の
創出を行う事業。
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中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

3．浅海域の保全等

(1)藻場及び干潟等の保全等

瀬戸内海の干潟・藻場の現状について
瀬戸内海の沿岸域においては、多様な生物の生息や繁殖の場である干潟・藻場が多く
失われてきている。干潟面積については、昭和24年から平成7年までに約2割、藻場面
積については、昭和53年から平成7年にまでに約4割が消失している。

出典）M31年、T14年、S24年、S44年：「瀬戸内海要覧」（建設省中国地方建設局）
出典）S53年、H1～2年：第4回自然環境保全基礎調査（環境庁）
出典）H6～7年：第5回自然環境保全基礎調査（環境庁）
備考）H6～7年においては、兵庫県及び徳島県のデータが含まれていない。
備考）出典により、面積測定方法に違いがある。

瀬戸内海における干潟面積の推移

出典）S53年、H1～2年：第4回自然環境保全基礎調査（環境庁）
出典）H6～7年：第5回自然環境保全基礎調査（環境庁）
備考）H6～7年においては、兵庫県及び徳島県のデータが含まれていない。
備考）出典により、面積測定方法に違いがある。

瀬戸内海における藻場面積の推移

※現在、「浅海域生態系調査」を自然環境保全基礎調査の一環として生物多様性の保全上重要な湿地の内浅海域における藻
場・干潟に関する調査を全国統一手法を用いて平成14年度から実施し、生物相の基礎的情報の整備を行っているところ。
①干潟調査：瀬戸内海関係地域には２２箇所の調査地を設け、面積・地形タイプ・底質・植生・底生動物等の調査を実施。
②藻場調査：瀬戸内海関係地域には１２箇所の調査地を設け、面積・底質・植生・動物相及び生物量等の調査を実施中

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

3．浅海域の保全等

(1)藻場及び干潟等の保全等
瀬戸内海環境修復計画の概要（国土交通省、水産庁）
●国土交通省中国地方整備局及び水産庁漁港漁場整備部は、H15年より2ヵ年をかけて
瀬戸内海の環境修復の方法について検討。
●将来瀬戸内海全体で効率的・効果的に環境修復事業を進める上での課題抽出及び解
決のためのケーススタディを目的として、関係省庁の連携による、浅場（干潟・藻場等）の
修復を目的とした具体的な事業計画モデルを検討。
●瀬戸内海全域で平成１６年度より今後２０年間で干潟・藻場等の面積を約６００haに修
復することを目標とする。

パイロット事業の実施イメージ（大島干潟造成）
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3．浅海域の保全等

(1)藻場及び干潟等の保全等

港湾における干潟・藻場等の
再生事業の取り組み（国土交
通省）

水産基盤整備事業による豊
かな海の森づくりの取り組み
（水産庁）

瀬戸内海（周防灘地区）海域環境創造・自然再生事業

瀬戸内海関係地域での実施事例（岡山県東備地区）

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

3．浅海域の保全等

(1)藻場及び干潟等の保全等

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律に基づく鳥獣保護
区制度について（環境省）
●鳥獣保護区は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（以下、鳥獣保護法と
する）第２８条１項の規定に基づき、鳥獣の保護を図るため特に必要があると認める区
域を指定。
●鳥獣保護区の中で、鳥獣の保護または鳥獣の生息地の保護を図るため特に必要が
あると認められる区域については、鳥獣保護法第２９条第１項の規定に基づき、特別保
護地区として指定することができる。

保護水面制度について（水産庁）
●保護水面は、水産資源保護法（昭和２６年法律第３１３号）に基づき、水産動
物が産卵し、稚魚が成育し、又は水産動植物の種苗が発生するのに適してい
る水面であって、その保護培養のために必要な措置を講ずべき水面として都道
府県知事又は農林水産大臣が指定。
●瀬戸内海では、32の保護水面が指定されている。
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3．浅海域の保全等

(2)自然海浜の保全等

効率的な侵食対策による砂浜の保全、創出の取り組みにつ
いて（海岸省庁）
●一連の沿岸における土砂バランスを回復させる観点から、港湾・漁港や河川で
堆積した土砂をリサイクル材として活用しながら侵食海岸での海浜の復元を図る
「渚の創成」を実施。
●瀬戸内海では屋釜海岸【香川県】で実施中

国土交通省ＨＰより

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

3．浅海域の保全等

(2)自然海浜の保全等
自然海浜保全地区制度について（環境省）
●瀬戸内海環境保全特別措置法第12条の７に基づき、水際線付近において砂浜、
岩礁その他これらに類する自然の状態が維持され、海水浴、潮干狩り等に利用さ
れている海浜について、関係府県が条例により､ 瀬戸内海の海浜地及びこれに面

する海面を自然海浜保全地区として指定。
●自然海浜保全地区では工作物の新築等に関して届出が必要。
●瀬戸内海では平成15年３月末までに91地区の自然海浜保全地区が指定。

自然海浜保全地区指定箇所
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4.海砂利採取に当たっての環境保全に対する配慮

瀬戸内海における海砂利採の状況

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

4.海砂利採取に当たっての環境保全に対する配慮

瀬戸内海における海砂利採の状況（府県別）

●瀬戸内海関係府県においては、海砂利の採取認可を行わないこととする府
県が増えている。

※香川県が平成17年度から、愛媛県は平成18年度から採取禁止
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4.海砂利採取に当たっての環境保全に対する配慮

瀬戸内海海砂利採取環境影響評価調査について（環境省）
●瀬戸内海における海砂利採取の実態を把握するとともに、長年にわたる海砂利採取
が水質・底質、地形、生態系をはじめとする瀬戸内海の環境に及ぼしてきた影響を明ら
かにすることを目的に平成6年から平成13年にかけて実施。

代替骨材の研究開発の取り組みについて（国土交通省）
●コンクリート用細骨材への砕砂の有効利用技術、現在の骨材品質規格を一部満
足しない規格外細骨材の有効利用技術の検討等が調査が実施されている。

①長年の海砂利採取により、砂堆や砂州が完全に消失し、推進が著しく増大したところがあること。
②海底が礫化している砂利採取区域が存在すること。
③砂利採取船から排出される余水については、潮流の強弱や操業状態により拡散の範囲が異なり、その
濁りは比較的狭い範囲で自然界のレベルまで低下すると考えられること。
④余水排出による水質（pH,COD,窒素・燐等）の変化は、排水口周辺の狭い海域にのみ認められること。
⑤底生生物については、現在の採取区域を中心とした範囲で生物種や個体数の数量等に差異が見られ、
海砂利採取の影響が認められること。また、その影響は、採取の規模や方法等により差異があり、砂層が
保持されていれば、一定の回復が進むものと考えられること。
⑥瀬戸内海の多獲性魚類の代表であり砂地を好むイカナゴについては、海砂利採取による生息地減少が、
その海域のイカナゴの減少の最も大きな要因と考えられること。
⑦魚食性魚種の餌となるこのイカナゴの減少が、周辺海域の生態系にも影響を及ぼすものと考えられるこ
と。
などが考察された。

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

５．埋立てに当たっての環境保全に対する配慮

瀬戸内海の埋立の状況
瀬戸内海における埋立免許面積の推移
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６．廃棄物の処理施設の整備及び処分地の確保

関係府県の廃棄物の状況

一般廃棄物のリサイクル率
の推移
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出展：一般廃棄物処理事業実態調査より閉鎖性海域対策室作成

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

7．健全な水循環機能の維持・回復

水循環機能の維持・回復を図るための取り組み

●第2次環境基本計画（平成12年12月閣議決定）において、「環境保全上健全な
水循環の確保」が21世紀初頭における環境政策の重点分野である「戦略的プログ
ラム」の一つとして位置づけ。

●平成15年10月に健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議（厚生労働
省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省）の議論をとりまとめ、「健全な
水循環系構築のための計画づくりに向けて」として公表。

※ 「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」

水循環の健全化に向けて地域で実践している主体に対し、どのような目標やプロ
セスで実際に取り組むのかについて、地域が主体的・自立的に考え、具体的な施
策を導き出すための基本的な方向や方策のあり方を示している。
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7．健全な水循環機能の維持・回復

湖沼法改正の概要（環境省）

湖沼水質保全特別措置法の一部改正の概要

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

7．健全な水循環機能の維持・回復
下水処理水の再利用に関する取り組み（国土交通省）
●昭和５５年度に「下水処理水循環利用技術指針（案）」を策定。平成元年度には処
理水再利用の用途の多様化に対応すべく、「下水処理水の修景・親水利用水質検
討マニュアル（案）を策定。
●更なる下水処理水再利用の重要性の高まりを受け、上記マニュアル等を見直し、
平成１７年４月に「下水処理水の再利用水質基準等マニュアル」を策定。
●昭和５４年度から関係省庁と協力して民間の行う雨水、汚水の循環利用を推進す
るために、財政的援助を実施。
●下水処理水の再利用等により健全な水循環系の再生を図る事業に対し、新世代
下水道支援事業制度により支援。
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8．失われた良好な環境の回復

椹野川干潟地区自然再生事業について（環境省）
●自然再生事業
自然と共生する社会を実現するために、優れた自然を保全することに加え、失わ
れた自然環境の再生を積極的に推進することが必要である。このため、関係省庁
と連携し、関係自治体、専門家、NPO、地域住民等の参画を得て、失われた自然
を再生する事業を実施する。

●椹野川干潟地区自然再生事業
（1）山口県山口市仁保地区を源流とし、山口湾に至る椹野川流域が対象。
（2）上中流域からの浮泥流入、生活排水対策の遅れによる富栄養化等によりカキ
の異常発生が生じるなど干潟生態系の改変・改質が生じている。このため、干潟
生態系に影響を及ぼしている流域全体の現況調査を行った上で、上流から下流ま
での環境関連施策を盛り込んだ産学官民にわたる多様な主体の連携・協働によ
る流域構想を策定し、この構想に基づき、椹野川河口干潟の再生に必要な干潟
機能調査、干潟機能回復現地実証試験等を実施し、生物多様性の確保、干潟浄
化機能の回復等を図る。
（３）平成１６年８月１日には椹野川河口干潟等の再生の取り組みを今後さらに効
果的に進めるため、自然再生推進法に基づく「椹野川河口域・干潟自然再生協議
会」が設立され、計画段階から多様な主体の参画により自然再生事業が推進され
ている。平成17年3月には、自然再生全体構想を策定した。

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

11．海底及び河床の汚泥の除去等

河床の汚泥の除去

●ダイオキシン類に汚染された河川底質の浚渫除去を実施。

●瀬戸内海の流入河川での実施事例としては、大阪府の神

崎川等でダイオキシン類に汚染された底質を浚渫除去し、

適正に埋立処分している。
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12．水質等の監視測定

瀬戸内海における水質モニタリングについて（環境省）
①公共用水域水質測定
水質汚濁防止法に基づき、地方自治体により、昭和４６年より全国の公共用
水域で汚濁状況の実態調査が実施されており、環境省においてとりまとめを
実施している。その結果から、環境基準の達成状況をモニタリングしている。
②広域総合水質調査

水質総量規制の効果を把握するために東京湾、伊勢湾及び瀬戸内海にお
いて、環境省が水質汚濁の実態調査を昭和５４年より実施している。

瀬戸内海における水質観測地点

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

12．水質等の監視測定

「大阪湾再生」水質一斉調査の取り組み（大阪湾再生推進会議）
●大阪湾再生推進会議では、平成16年度より国・自治体・研究機関などとの連携をはかり、
「大阪湾再生」水質一斉調査として、一年の内で最も水質汚濁が懸念される夏場の一日、
一斉に水質調査を実施している。
●平成１７年８月２日に第２回目の調査を実施した。
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13．環境保全に関する調査研究及び技術の開発等

瀬戸内海における新たな環境保全・再生の在り方に関する調査
について（環境省）

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

13．環境保全に関する調査研究及び技術の開発等

閉鎖性海域における最適環境修復技術のパッケージ化（環境
修復技術のベストミックスによる物質循環構造の修復）調査に
ついて（環境省）
●広く産学官などの英知を活用した研究開発の提案を募り、優秀な提案に対して研
究開発を支援する環境技術開発等推進費にてＨ１３－Ｈ１５にて実施
●尼崎港内をフィールドとして以下の内容を調査した
①多様な環境修復技術の開発と最適な組合せ（ベストミックス）を示すこと
②ベストミックスの方法論の汎用化（環境修復技術のパッケージ化）
③尼崎における環境修復技術事業化のための提案
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13．環境保全に関する調査研究及び技術の開発等

第6回自然環境保全基礎調査について（環境省）
１）「自然環境保全基礎調査」は、環境省が昭和４８年度より自然環境保全法第4条の
規定に基づき概ね５年ごとに実施。（通称｢緑の国勢調査」）
２）「浅海域生態系調査」を自然環境保全基礎調査の一環として生物多様性の保全上
重要な湿地の内浅海域における藻場・干潟に関する調査を全国統一手法を用いて平
成14年度から実施している。

●干潟調査
全国１４５箇所の内瀬戸内海関係地域には２７箇所の調査地を設け、面積・地形タイ
プ・底質・植生・底生動物等の調査を実施。現在調査結果の解析及び補完調査を実施
中。
●藻場調査
全国１２９箇所の内瀬戸内海関係地域には１６箇所の調査地を設け、面積・底質・植
生・動物相及び生物量等の調査を実施している。現在は現地調査を継続中。

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

13．環境保全に関する調査研究及び技術の開発等

化学物質環境実態調査について（環境省）
●化学物質環境実態調査は、調査結果が環境中の化学物質対策に有効活用されるよう、
各担当部署からの要望物質を中心に選定する、ニーズに応じた選定方法が平成１４年度調
査より採用され、平成１６年度までは「初期環境調査」「暴露量調査」及び「モニタリング調
査」の３つの調査体系からなる目的別の調査を実施。

干潟及び藻場の造成・再生に関する技術開発の支援制度につい
て（水産庁）
●近年、「磯焼け」と呼ばれる藻場の大規模な消失、干潟における生産力低下が全国各
地で発生し、我が国の沿岸漁業に大きな影響を及ぼしており、これらの早急な問題解決
が強く求められている。
●これらの対策の持続的な効果の検証に対し支援を行うとともに、その成果をガイドライ
ンとして取りまとめ全国に普及する取り組みを実施しているところ。
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13．環境保全に関する調査研究及び技術の開発等

せとうちネットについて（環境省）
●瀬戸内海環境保全・創造に関する情報や知識を共有することが必要であり、「瀬戸
内海研究・環境等情報ネットワーク」（略称「せとうちネット」）はこれを実現するための情
報提供システムとして運用されている。
●コンテンツ
（１）瀬戸内海とわたしたち
環境学習に資するコーナーとして、瀬戸内海の代表的な生きものや磯観察の方法、生
きものの飼育・標本の作り方等について解説
（２）瀬戸内海の環境情報
・広域総合水質調査データ（ＧＩＳ）
・自然環境に関する情報（概況、気象・海象、水質・底質、赤潮の発生状況等）
・社会・経済に関する情報（人口、産業）
・環境保全対策（閉鎖性海域の水質保全対策、瀬戸内海環境保全特別措置法に基づ
く対策、公害防止計画等）
・文化・歴史に関する情報（瀬戸内海の主な文化財指定状況、瀬戸内海に関する紀行
文一覧等）
（３）学術研究・調査データベース
・瀬戸内海関連文献リスト（瀬戸内海に関する既往の調査研究文献リスト （1988年ま
での約8,000件））
・環境省調査・研究報告書（環境省発行の瀬戸内海に関する調査報告書 約130件）

中央環境審議会 第4回瀬戸内海部会

14．環境保全思想の普及及び住民参加の推進
15．環境教育・環境学習の推進
16．情報提供、広報の充実

瀬戸内海環境保全普及活動推進事業の概要（環境省）
（１）瀬戸内海環境保全セミナーの実施
環境保全活動を推進するため、環境保全意識の高揚及び人材育成、情報発信等を
目的として瀬戸内海環境保全セミナーを実施した。
①中国ブロック 参加人数128名
②近畿ブロック （3月29日開催予定）

（２）瀬戸内海に関する環境保全資料等による普及啓発
瀬戸内海に関する小冊子及び瀬戸内海環境保全月間ポスター等を作製・配布し地
域住民等の環境保全に関する意識の向上を図る。
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14．環境保全思想の普及及び住民参加の推進
15．環境教育・環境学習の推進
16．情報提供、広報の充実

環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する
法律の概要

●平成１５年７月、議員提案により「環境の保全
のための意欲の増進及び環境教育の推進に関
する法律」が成立。
●平成１６年９月、同法に基づく基本的な方針

が閣議決定。
●この基本方針では、環境教育等の推進に関す
る基本的な事項や政府が実施すべき施策に関
する基本的な方針等を示したうえで、家庭、学校、
地域、職場などの様々な場における環境教育の
推進方策や人材育成、拠点の整備の推進のた
めの施策等について定めている。
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15．環境教育・環境学習の推進

パークボランティア活動の推進（環境省）
●国立公園の保護管理、利用者指導又はこれらの一環として行われる各種活動に
ついて、広く国民の参加を得ることを通じ、これらの活動の一層の充実を図るととも
に、自然保護思想の普及啓発を図ることを目的として、昭和６０年に地方環境事務
所長が登録するパークボランティア制度を設置。
●パークボランティアの活動は、自然解説、利用者指導、野生動植物の保護管理、
美化清掃等への協力を内容としており、地方環境事務所は、パークボランティアの
活動を適切に運営するため、必要な体制の整備、研修等を通じた情報の提供、便
宜の供与等を行う。
●瀬戸内海における活動事例（宮島地区）
１）瀬戸内海国立公園宮島として、平成１２年から活動を開始している。
２）登録者は平成１７年度末で４４人となっており、次の活動を行っている。平成１７
年度の活動延べ人数は約３３０人。
【活動内容】
①環境省が実施している自然観察会のサポート
②環境省が、小中学生に各種の環境保全活動を体験してもらうことにより、自然と
のふれあいを推進し、環境の大切さ等を学ぶ機会を提供することを目的に行ってい
る「子どもパークレンジャー」事業のサポート 等

14．環境保全思想の普及及び住民参加の推進
15．環境教育・環境学習の推進
16．情報提供、広報の充実
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15．環境教育・環境学習の推進

環境教育リーダー研修基礎講座の概要（環境省）
１．本講座の目的は、環境教育・環境学習を推進する人材として重要な役割が期
待される学校教員及び地域の活動実践リーダーを対象に、基本的知識の習得と体
験学習を重視した研修を行い、指導者としての能力を養成する。

２．本講座のカリキュラムは、以下の内容を中心としている。
（１）環境教育・環境学習に関する基本的知識の習得
（２）学校や地域における環境教育・環境学習のすすめ方
（３）体験型環境教育プログラムの作成、実施

３．瀬戸内海における事例
（１） 「まちの歴史･文化・自然から地域を考える」
西宮市の自然及び歴史をテーマとした講義において、甲子園浜の環境保全の取り
組みに関する歴史等、瀬戸内海の環境保全を取り上げた。
（２） 「海辺の自然観察」
環境省指定鳥獣保護区である甲子園浜において、受講者が海浜に生息する動
植物の生態観察等を行うカリキュラムを体験した。

14．環境保全思想の普及及び住民参加の推進
15．環境教育・環境学習の推進
16．情報提供、広報の充実
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15．環境教育・環境学習の推進

海岸における漂着ゴミ分類調査について（海上保安庁）
●主に小学生及び中学生、一般市民を対象に、海岸漂着ゴミの分類調査を実施する
ことにより、海洋環境保全思想のさらなる普及啓発を図っている。

14．環境保全思想の普及及び住民参加の推進
15．環境教育・環境学習の推進
16．情報提供、広報の充実

平成１６年度 全国漂着ゴミマップ

十一管区（１４回）
１ ペットボトル、缶、瓶等
２ 硬質プラスチック
３ 発泡スチロール破片

一管区（５回）
１ ペットボトル、缶、瓶等
２ 硬質プラスチック
３ ロープ・ひも

二管区（１１回）
１ ロープ・ひも
２ カキ養殖用パイプ
３ ペットボトル、缶、瓶等

三管区（９回）
１ タバコ吸殻･フィルター
２ 発泡スチロール破片
３ 硬質プラスチック

四管区（９回）
１ ペットボトル、缶、瓶等
２ 硬質プラスチック
３ 食品の包装・容器

八管区（６回）
１ 硬質プラスチック
２ ペットボトル、缶、瓶等
３ 発泡スチロール破片

五管区（５回）
１ タバコ吸殻･フィルター
２ 硬質プラスチック
３ 流木、木片

七管区（３６回）
１ ペットボトル、缶、瓶等
２ 発泡スチロール破片
３ 硬質プラスチック

十管区（１２回）
１ ペットボトル、缶、瓶等
２ 発泡スチロール破片
３ 硬質プラスチック

六管区（１２回）
１ 発泡スチロール破片
２ カキ養殖用パイプ
３ ガラス破片

個数ワースト５

１ ペットボトル、缶、瓶等 15%

２ 発泡スチロール破片 14%

３ 硬質プラスチック 13%

４ タバコ吸殻・フィルター 12%

５ プラスチックシートや袋の破片 8%

漂着ゴミ調査実施回数 131回

参加人数 11,669人

回収ゴミ総数 244,503個

回収ゴミ総重量 約155トン

九管区（１２回）
１ 硬質プラスチック
２ ペットボトル、缶、瓶等
３ プラスチックシートや袋の破片

海上保安庁
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15．環境教育・環境学習の推進

海辺の自然学校について(国土交通省）
●環境教育推進法の制定（Ｈ15年7月）など、わが国の持続可能な社会の構築に向けて、
体験的に学ぶ機会が強く求められている中、みなとの良好な自然環境を活かし、児童や親
子を対象に、国の港湾事務所が自治体や教育委員会、ＮＰＯなど地域の主体と連携を図り
実施。

14．環境保全思想の普及及び住民参加の推進
15．環境教育・環境学習の推進
16．情報提供、広報の充実

●瀬戸内海での取り組み事例（平成17年度）
①広島県尾道市海老地区
尾道市浦崎小学校を対象に、干潟に生息す
る生き物や干潟そのものを観察など行う体験
学習を実施

②山口県徳山下松大島干潟
周南市の小学生を対象に、大島干潟における
生物観察など体験学習を実施

③福岡県苅田町苅田港
郷土の歴史と自然を体験し、恵まれた歴史と
自然環境を守り育む事に意識を向けることを
目的とした体験学習を実施

海藻の標本づくり

干潟の生物観察
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15．環境教育・環境学習の推進

環境教育等に利用しやすいみなと
づくり（国土交通省）
●みなとの良好な自然環境を活かした、自治
体やＮＰＯなど地域が主体となる自然・社会教
育活動等の場ともなる海浜等の整備を行う。
●瀬戸内海での実施事例
・尾道糸崎港（浦崎地区）海域環境創造・自然
再生事業

環境教育等に利用しやすい海岸づくり（海岸省庁）
●いきいき・海の子・浜づくり
学校教育や社会教育における体験活動の一環として、海岸の積極的な活用が図
られるよう文部科学省が推進している豊かな体験活動推進事業、青少年長期自然
体験活動推進事業等と連携して、利用及び避難しやすい海岸づくりや自然体験の
場を創出するための施設整備を行う事業。
●瀬戸内海での実施事例
平成１７年度は田ノ代海岸【兵庫県】、御手洗港海岸【広島県】、沖浦港海岸【山口
県】の３箇所で実施中。

15．環境教育・環境学習の推進14．環境保全思想の普及及び住民参加の推進
15．環境教育・環境学習の推進
16．情報提供、広報の充実

尾道糸崎港（浦崎地区）
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17．広域的な連携の強化等

瀬戸内海における沿岸域圏総合的管理システムの構築（国土
交通省）
●「２１世紀の国土のグランドデザイン」（五全総）を踏まえ、平成１２年２月に「沿岸域
圏総合管理計画策定のための指針」を策定した。

●平成１５年にはモデル調査として「モデル瀬戸内海沿岸域総合管理システム」をと
りまとめた。
【瀬戸内海沿岸域総合管理システムの概要】
瀬戸内海沿岸域全体の総合管理の基本的方向を示す広域管理指針と、この指針
に基づき個々の沿岸域が策定する地域レベルの沿岸域圏総合管理管理計画の双
方が、統一性と整合性を保ちながら総合管理を推進することを基本とした試行的・モ
デル的な総合管理システムを提案
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18．海外の閉鎖性海域との連携

世界閉鎖性海域環境保全会議（ＥＭＥＣＳ会議）について（環境
省）
●世界閉鎖性海域環境保全会議は、世界的な共通課題である閉鎖性海域の環境問
題に連携して取り組み、効果を高めることを趣旨として、1990年以来継続して開催さ
れているところ。
●平成18年5月に閉鎖性海域の持続可能な共同発展：私たちの共有責任 をテーマと
して、第7回エメックス会議（エメックス7） を（フランス ・ カーン市で開催予定。

世界の閉鎖性海域のデータベースの概要（環境省）
●研究所・行政・市民・事業者の連携の強化が必要であるという観点から、各分
野の調査・研究・技術開発成果等の情報の共有化を図るため、平成13年度より
閉鎖性海域環境情報データベースの構築を進めているところ。

●データベースの内容
・クリアリングハウスによる海域、国、作成機関等をキーワードとした情報の検索
・現在、チェサピーク湾、バルト海、瀬戸内海、タイ湾、北海、黒海、地中海、渤海、
メキシコ湾、サンフランシスコ湾、ペルシャ湾、黄海の検索が可能


